
年間必要生計費　(電機連合算出2000年） (万円）
年齢ポイント 25歳 27歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳

標準生計費 301 505 586 756 770 817 932 611

最低生計費 235 355 391 482 509 567 425 400

（注）  「標準生計費」は「ゆとり、豊かさを実感できる生活」

         ｢最低生計費｣は｢電機産業に働く労働者としての最低水準｣

         この「生計費」は消費支出が中心で,所得税,健康保険,厚生年金等は含まない

派遣労働者の要望   （３つまでの複数回答）
要望の内容 回答

賃金制度を改善してほしい 62%

継続した仕事を確保してほしい 34%

福利厚生制度を充実してほしい 23%

苦情・要望に迅速に対応してほしい 22%

正社員として雇用してほしい 33%

指揮命令系統を明確にしてほしい 25%

派遣契約期間を長くしてほしい 23%

年次有給休暇を取りやすくしてほしい 21%

「派遣労働者実態調査結果の概況」より

厚生労働省発表（2005年9月)

派遣元
への
要望

派遣先
への
要望

私
た
ち
働
く
人
の
生
活
は
、
賃
金
に
よ
っ
て
ま
か
な
わ
れ
て
い
ま

す
。
電
機
連
合
が
算
出
し
た
「
ゆ
と
り
、
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
」

年
間
標
準
生
計
費
は
、
35
歳
で
７
５
６
万
円
、
50
歳
で
９
３
２
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
「
と
て
も
そ
ん
な
収
入
は
な
い
」
と
い
う
人

が
ほ
と
ん
ど
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

実
質
賃
金
は
厚
生
労
働
省
の
調
査
で
は
、
２
０
０
０
年
を
１
０
０

と
す
る
と
、
今
年
は
80
％
と
20
％
も
減
少
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は

中
高
年
の
人
減
ら
し
や
低
賃
金
の
非

正
規
社
員
の
増
加
に
よ
る
も
の
と
言

わ
れ
て
い
ま
す
。

他
方
、
電
機
各
社
の
業
績
は
増
収

増
益
を
続
け
、
日
立
や
東
芝
な
ど
株

主
配
当
を
大
幅
に
増
や
し
て
い
ま
す
。

06
春
闘
で
は
、
パ
ー
ト
や
派
遣
社

員
な
ど
労
働
組
合
に
入
っ
て
い
な
い

人
も
含
め
て
、
す
べ
て
の
人
の
賃
上

げ
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

電
機
連
合
が
算
出
し
た
「
電
機
産
業
に
働
く
労
働

者
の
」
最
低
生
計
費
は
、
35
歳
で
４
８
２
万
円
、

45
歳
で
５
６
７
万
円
で
す
。
派
遣
社
員
の
正
社
員

化
を
進
め
る
と
同
時
に
、
派
遣
社
員
の
賃
金
に
つ
い

て
も
、
こ
れ
ら
の
最
低
生
計
費
を
満
足
す
る
よ
う
求

め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

賃
上
げ
で
働
く
人
の
生
活
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
と

あ
わ
せ
、
生
活
を
い
っ
そ
う
苦
し
く
す
る
サ
ラ
リ
ー

マ
ン
増
税
や
消

費
税
の
引
き
上

げ
に
反
対
す
る

運
動
を
盛
り
上

げ
て
い
き
ま
し
ょ

う
。

＜発行＞
２００５年１１月
第１３２号

日立関連労働者懇談会

〒108-0073 東京都港区三田3-2-20
（電機労働者懇談会気付）

TEL(03)3455-6006 FAX(03)3451-3595

日 立 懇
★もよりの連絡先
茨 城 029-273-2785 (舞良)
茨 城 0294-32-1048 (馬場)
東 京 042-394-0937 (谷口)
神奈川 0465-48-5327 (中村)
静 岡 0543-65-0433 (多田)
愛 知 0561-54-6222 (成木)
大 阪 06-6939-2905 ( 森 )

★ビラや情報をホームページで見られます。
ﾊﾟｿｺﾝ http://www.hitachikon.net

ｹｰﾀｲ http://www.hitachikon.net/i

★仕事、生活などの相談も受け付けます。
Eﾒｰﾙ info@hitachikon.net

TEL(携帯) 090-3534-8626(谷口)

●
年
休
消
化
率

み
な
さ
ん
は
毎
年
、
ど
の
程
度
年
休
を
消

化
し
て
い
る
で
し
ょ
う
か
？

私
自
身
の
こ

こ
数
年
を
振
り
返
っ
て
み
る
と
、
年
休
取
得

の
理
由
で
一
番
多
か
っ
た
の
は
風
邪
な
ど
の
体
調
不
良
の
た
め

で
、
次
に
レ
ジ
ャ
ー
・
旅
行
に
行
く
た
め
で
す
。
身
の
回
り
の

人
と
比
べ
て
年
休
取
得
率
が
少
な
い
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、

夏
休
み
の
一
斉
年
休
を
含
め
て
も
50
％
程
度
で
す
。

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
は
「
年
休
消
化
率
」
と
言
う
言
葉
が
無
い
と

聞
き
ま
し
た
。
年
休
は
１
０
０
％
消
化
す
る
の
が
あ
た
り
ま
え

だ
か
ら
、
だ
そ
う
で
す
。
私
も
年
休
を
１
０
０
％
消
化
し
た
年

が
あ
り
ま
し
た
が
、
他
の
年
は
か
な
り
の
日
数
を
切
り
捨
て
て

い
ま
す
。

私
自
身
も
そ
う
で
す
が
、
多
く
の
人
の
年
休
消
化
率
が
低
い

原
因
は
、
仕
事
が
忙
し
い
か
ら
だ
と
思
い
ま
す
。
そ
れ
で
も
、

仕
事
の
忙
し
さ
に
埋
も
れ
て
し
ま
わ
な
い
よ
う
に
、
出
来
る
だ

け
年
休
を
利
用
し
て
、
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
仕
事
が

出
来
る
よ
う
に
心
が
け
た
い
と
思
い
ま
す
。

投
稿
歓
迎

ＱＲコードに
アクセス！

（このコーナーへの感想・投稿をお待ちしています。）

Eﾒｰﾙ info@hitachikon.net にどうぞ！！

あなたの賃金で生活はどうですか？

ア
ン
ケ
ー
ト
に
ご
協
力
を

電
機
労
働
者
懇
談
会
（
電
機
懇
）
は
、
毎
年
春

闘
に
向
け
て
「
春
闘
ア
ン
ケ
ー
ト
」
を
実
施
し
て

い
ま
す
。
日
立
関
連
の
職
場
で
も
、
多
く
の
皆
さ

ん
の
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

標
準
生
計
費
は
７
５
６
万
円

最
低
生
計
費
は
４
８
２
万
円

35歳

派
遣
社
員
の
要
望
一
位
は

賃
金
制
度(

派
遣
元
へ)
と

正
社
員
化(

派
遣
先
へ)

06春闘



年 2003年 2004年
2005年
（7月現在）

疾病率 0.42 0.51 0 .54
休業率 0.40 0.48 0 .51

疾病休業者数/月
（累計平均）

166人 190人 215人

《疾病状況》      日立労組機関誌NO．907号より

キ
ャ
リ
ア
シ
ー
ト
の

〃
評
価
〃
は

今
年
４
月
か
ら
始
ま
っ
た
成
果

主
義
に
よ
る
キ
ャ
リ
ア
シ
ー
ト
。

半
年
過
ぎ
た
の
で
、
自
分
で
成
果

と
評
価
を
書
か
ね
ば
な
ら
な
い
。

忙
し
い
仕
事
の
合
間
の
三
つ
も
の

目
標
は
初
め
て
の
こ
と
で
も
あ
り
、

と
て
も
達
成
で
き
る
も
の
で
は
な

い
。
ほ
と
ん
ど
の
人
が
一
つ
か
二

つ
し
か
で
き
て
い
な
い
。
し
か
し

「
時
間
が
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
」

は
理
由
に
な
ら
な
い
か
ら
書
い
て

は
駄
目
と
い
う
。
そ
れ
な
ら
「
取

り
組
む
意
欲
が
不
足
し
た
」
と
書

こ
う
と
し
た
が
そ
れ
も
駄
目
と
言

う
。
同
じ
課
内
の
職
制
に
全
員
の

シ
ー
ト
を
見
せ
合
う
か
ら
自
分
を

悪
く
と
ら
れ
る
よ
う
な
書
き
方
は

し
な
い
よ
う
に
と
の
こ
と
。
57
才

以
上
は
昇
級
は
な
い
が
降
級
は
あ

る
か
ら
と
の
脅
し
が
付
い
て
回
る
。

早
く
か
ら
取
り
組
ん
で
い
る
会
社

は
「
成
果
主
義
は
破
綻
し
た
」
と

言
わ
れ
て
い
る
が
何
年
我
慢
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
の
だ
ろ
う
か
。

（
ル
ネ
サ
ス
武
蔵
）

業
務
移
管
に
伴
う

〃
大
量
異
動
発
生
〃

日
立
Ｇ
Ｓ
Ｔ
ジ
ャ
パ
ン
は
小
田

原
、
藤
沢
の
２
拠
点
で
開
発
設
計
・

試
作
等
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。
今

般
、
Ｈ
Ｄ
Ｄ
装
置
開
発
の
中
心
で

あ
る
旧
Ｉ
Ｂ
Ｍ
部
隊
の
藤
沢
事
業

所
に
小
田
原
の
Ｈ
Ｄ
Ｄ
装
置
の
設

計
及
び
関
連
部
門
を
本
格
的
に
一

体
化
し
よ
う
と
い
う
も
の
。
そ
の

人
員
は
す
で
に
異
動
さ
れ
た
百
八

0
名
余
を
含
め
四
百
名
に
達
す
る

大
量
異
動
と
な
り
ま
す
。
異
動
に

あ
た
っ
て
は
個
別
の
事
情
を
考
慮

す
る
が
、
原
則
例
外
な
し
と
し
て

い
ま
す
。
長
時
間
通
勤
と
な
る
た

め
、
転
勤
や
別
居
を
選
択
せ
ざ
る

を
得
な
い
組
合
員
の
事
例
も
出
さ

れ
て
い
ま
す
。
子
育
て
中
の
女
性
、

介
護
者
を
抱
え
る
家
庭
、
箱
根
や

沼
津
方
面
か
ら
の
通
勤
者
も
多
く､

各
人
が
ク
リ
ア
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
難
題
、
課
題
も
多
岐
に
わ
た
っ

て
い
ま
す
。

（
日
立
Ｇ
Ｓ
Ｔ
）

な
ん
で
、
ど
う
し
て

〃
変
な
ん
だ
よ
ね
ぇ
〃

日
立
工
機
で
は
今
後
５
年
間
位

で
約
五
百
人
が
60
才
の
定
年
を
迎

え
る
と
い
う
こ
と
で
、
①
高
卒
新

卒
で
の
補
充
、
②
シ
ニ
ア
社
員
の

有
効
活
用
、
③
派
遣
・
請
負
か
ら

の
優
秀
者
の
社
員
登
用
、
を
柱
に

コ
ア
技
能
を
継
承
で
き
る
よ
う
な

人
員
計
画
を
実
行
し
て
い
く
と
し

て
い
ま
す
。
今
回
５
名
の
派
遣
社

員
を
臨
時
社
員
に
し
ま
し
た
。

「
優
秀
じ
ゃ
な
い
と
ダ
メ
な
の
か
」

「
何
で
５
人
だ
け
な
の
か
」
「
急

に
派
遣
社
員
の
仕
事
ぶ
り
が
変
わ
っ

て
き
た
」
「
会
社
の
や
り
た
い
放

題
、
こ
れ
で
は
賃
金
や
労
働
条
件

の
両
方
と
も
ダ
メ
に
な
る
」
。
そ

う
言
え
ば
、
シ
ニ
ア
社
員
の
本
人

意
思
確
認
も
７
ヶ
月
以
上
前
に
と

の
労
使
協
定
な
の
に
「
１
ヶ
月
前

ぐ
ら
い
に
書
類
が
き
て
、
マ
ッ
チ

ン
グ
も
不
透
明
」

な
ど
と
職
場
で

話
さ
れ
て
い
ま

す
。（
日
立
工
機
）

日立が昨年導入した新しい処遇制度

（成果主義賃金制度）に対して日立労組

が実施した「処遇意識調査」結果が発表

されました。｢仕事を通じた価値創造が大

きい人を、高く評価し、高く処遇してい

く」制度として労使で導入しましたが…。

アンケートの一つ、「新しい処遇制度

が仕事や生活に与える影響」の設問への

回答で「そう思う／そう思わない」の割

合を見てみると、「仕事以外を含めて、

会社生活への満足が高まった（17.7%／

79.5％）」、「将来の生活設計が描きや

すくなった（13.4%／83.9%）」、

「生活に安心を感じるようになった（14.

7%／82.6%）」となっており、新しい

処遇制度のもとで、仕事や生活への不安

が見て取れます。

日立労組は、９月から12月までの４ヶ月間を「秋季組織強化月間」として、労働時間短縮や職場
環境の点検の取り組みを行うとしています。働き方についてみんなで話し合ってみましょう。

多くのＨＩワーク者が時短の対象外では･･･
日立労組が「職場点検月間」で取組む「残業ゼロの日」「休日

出勤ゼロの日」の対象者から、「ＨＩワーク（裁量勤務）対象者

は制度上取組みの対象外」とされています。

各事業所における時間外労働時間の統計からもＨＩワーク者は

除外されています。したがって、統計値と職場の実態には大きな

乖離があります。職場で多数を占めるＨＩワーク者の労働時間の

実態の把握と労働時間短縮を抜きにしては、組合が推進する総労

働時間短縮は望めません。

日立労組の報告では「疾病率、休業率とも

に、年々悪化している。メンタルヘルス疾

患については、特に疾病休業者に占める比

率が年々高くなっており、悪化の一途をた

どっている状況にあり」としています。

組合、会社ともに、相談窓口体制の整備

や教育・啓発活動の充実・強化などの取組

みを行なっていますが、「人は増やせない、

労働時間は減らせない、メンタルヘルス疾

患は減らしたい」では解決は図れません。

本気で解決を進めるなら、その主原因であ

る長時間過重労働や成果主義によるノルマ

の強制こそ見直すべきです。

「サラリーマン増税はやりません」と選挙公約した自民党、公明党
が、選挙が終わるやいなや「定率減税の廃止」「消費税引き上げの
検討」を明言しました。政府案が実施されると下記のように大増税
になります。（日本共産党「しんぶん赤旗」より）

いまの所得税・住民税

定率減税廃止による増税

給与所得控除の半減、配偶者控除・
扶養控除の廃止による増税

消費税率が１０％になった場合消費税10%
なら１８万円

消費税10%
なら５５万円

消費税10%
なら８６万円

（「読売」
6月22日
付 社説
)


